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        公布された規則のあらまし         

 

◇鳥取県食品衛生条例施行規則の一部を改正する規則 

１ 規則の改正理由 

食品衛生法等の一部改正に伴い、所要の改正を行う。 

２ 条例の概要 

(１) 改正後の食品衛生法第８条第１項の規定による指定成分等含有食品による健康被害等の情報の届出がさ

れた場合の様式を定める。 

(２) 規則中引用する食品衛生法の条項等を改める。 

(３) 施行期日等 

ア 施行期日は、令和２年６月１日とする。 

イ 所要の経過措置を講ずる。 
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規 則 

鳥取県食品衛生条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和２年６月１日 

鳥取県知事 平 井 伸 治   

鳥取県規則第40号 

   鳥取県食品衛生条例施行規則の一部を改正する規則 

 

鳥取県食品衛生条例施行規則（昭和49年鳥取県規則第52号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に、下線及び太枠で示すように改正する。 

改 正 後 改 正 前 

  

（趣旨） 

第１条 略 

    

（趣旨） 

第１条 略 

（指定成分等含有食品による健康被害等の情報の届

出書） 

第２条 省令第２条の２第１項の届出書は、様式第

１号によるものとする。 

 

 

（法第10条第１項ただし書の当該職員） 

第３条 法第10条第１項ただし書の当該職員は、獣

畜に係るものにあってはと畜場法（昭和28年法律

第114号）第19条第１項に規定すると畜検査員と

し、家きんに係るものにあっては食鳥処理の事業

の規制及び食鳥検査に関する法律施行規則（平成

２年厚生省令第40号）第49条に規定する食鳥検査

員とする。 

 

（法第９条第１項ただし書の当該職員） 

第２条 法第９条第１項ただし書の当該職員は、獣

畜に係るものにあってはと畜場法（昭和28年法律

第114号）第19条第１項に規定すると畜検査員と

し、家きんに係るものにあっては食鳥処理の事業

の規制及び食鳥検査に関する法律施行規則（平成

２年厚生省令第40号）第49条に規定する食鳥検査

員とする。 

   

 第３条 削除 

   

（営業の許可の有効期間） 

第12条の２ 法第52条第１項の許可の有効期間は、

当該許可の日から５年を経過した日以後１年以内

で別に定める日までとする。ただし、次の各号に

掲げる施設における許可の有効期間は、当該許可

の日からそれぞれ当該各号に定める年数を経過し

た日以後１年以内で別に定める日までとする。 

 

 

(１) 略 

(２) 略 

(３) 略 

(４) 略 

(５) 略 

（営業の許可の有効期間） 

第12条の２ 法第52条第１項の許可の有効期間は、

当該許可の日から５年を経過した日以後１年以内

で別に定める日までとする。ただし、次の各号に

掲げる施設における許可の有効期間は、当該許可

の日からそれぞれ当該各号に定める年数を経過し

た日以後１年以内で別に定める日までとする。 

(１) 法第13条第１項の規定による承認を受けて

食品の製造又は加工を行う施設 ８年 

(２) 略 

(３) 略 

(４) 略 

(５) 略 

(６) 略 
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別表第１（第７条関係） 

(１) 略 

(２) 添加物 

法第13条第１項の規定により規格が定められ

た添加物（タール色素を除く。） 

ロットを形成する製品ごとに必要最少量 

（ロットを形成する最大の量は、300キログラム

（製造の工程及び方法等からみて公衆衛生上支

障がないと認められる場合は、これを上回る量

とすることができる。）とする。） 

(３) 略 

   

別表第１（第７条関係） 

(１) 略 

(２) 添加物 

法第11条第１項の規定により規格が定められ

た添加物（タール色素を除く。） 

ロットを形成する製品ごとに必要最少量 

（ロットを形成する最大の量は、300キログラム

（製造の工程及び方法等からみて公衆衛生上支

障がないと認められる場合は、これを上回る量

とすることができる。）とする。） 

(３) 略 

   

別表第２（第10条関係） 

１・２ 略 

３ 食品取扱施設における衛生管理 

(１)～(４) 略 

(５) 食品等の取扱い 

ア 略 

イ 食品等（条例別表第１の１の項(５)のエ

の(イ)に規定する食品等をいう。以下同

じ。）の製造又は加工に当たっては、次の事

項を実施すること。 

(ア)・(イ) 略 

(ウ) １年に１回以上原材料及び製品につ

いて自主検査を行い、法第13条第１項の

規定により厚生労働大臣が定めた基準又

は規格への適合性を確認するとともに、

その結果を記録し、取り扱う食品の消費

期限又は賞味期限に１月を加えた期間保

存すること。 

(６)～(８) 略 

４・５ 略 

    

別表第２（第10条関係） 

１・２ 略 

３ 食品取扱施設における衛生管理 

(１)～(４) 略 

(５) 食品等の取扱い 

ア 略 

イ 食品等（条例別表第１の１の項(５)のエ

の(イ)に規定する食品等をいう。以下同

じ。）の製造又は加工に当たっては、次の事

項を実施すること。 

(ア)・(イ) 略 

(ウ) １年に１回以上原材料及び製品につ

いて自主検査を行い、法第11条第１項の

規定により厚生労働大臣が定めた基準又

は規格への適合性を確認するとともに、

その結果を記録し、取り扱う食品の消費

期限又は賞味期限に１月を加えた期間保

存すること。 

(６)～(８) 略 

４・５ 略 

    

様式第１号（第２条関係） 

指定成分等含有食品による健康被害等の情

報の届出書 

職 氏  名 様 

食品衛生法第８条第１項の規定により、下記の

とおり届け出ます。 

 年 月 日 

届出者 郵便番号 

住所（法人にあっては、主

たる事務所の所在地） 

氏名（法人にあっては、名
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称及び代表者の氏名） 

記 
  
健康被害等の情報

を 得 た 日 

 

指定成分等含有食

品 の 製 品 名 

 

指定成分等の含有

量 

 

健康被害の有無 有 ・ 無 

健

康

被

害

が

あ

る

場

合 

(１) 健康被害を受けた者の情報 

ア 性別（   ） 

イ 年齢（  歳） 

ウ 指定成分等含有食品の摂取状況及び

健康被害に係る症状 

（               ） 

(２) 健康被害を受けた者が医療機関を受

診している場合 

ア 医療機関の名称及び所在地 

名 称（           ） 

所在地（           ） 

イ 医療機関における診断結果 

（               ） 

(３) 指定成分含有食品の摂取時に使用し

ていた医薬品等がある場合 

医薬品等の名称（        ） 
  

添付書類 

指定成分等含有食品による健康被害等の情報

を示す書類として別に定める書類 

    

様式第２号 削除 様式第１号及び様式第２号 削除 

  

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、令和２年６月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 食品衛生法等の一部を改正する法律（平成30年法律第46号）附則第３条の規定によりなお従前の例によるこ

ととされる同法第１条の規定による改正前の食品衛生法（以下「旧法」という。）第13条第１項の承認の有効

期間（旧法第14条第１項に規定する有効期間をいう。）の満了の日までにする食品衛生法（昭和22年法律第

233号）第52条第１項の許可については、改正前の鳥取県食品衛生条例施行規則第12条の２の規定は、なおそ

の効力を有する。 

 


